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経済政策の現実的目的
についての再考察
?
原 藤
?
こて．に経済政策論を規範科学（経済理論の政策指向型学問）として， したがっ
て目的論的観察方法によって研究せんとする場合，最も困難な問題の一つは政
策目的の客観的な規定ないし設定を如何に考えるかということである。いうま
でもなく政策目的は政策主体の行動目標として行為を規定し方向づけるもので
あるから，それは政策主体の行動に先立って思惟されなければならない問題の
一つである。それでは政策目的の規定ないし設定は学問的に如何に思惟するの
が妥当であろうか。その方法が先ず問題である。
本小論は昭和37年9月の『関西大学経済論集』第12巻第 3号において発表し
た「政策目的の現実的考察Jについての再考察である。もとより論旨は，それ
ほど変っていないが，しかし大幅に修正・補足している。本学90周年の記念論
文集に，自分の学問に対する反省の一端として，この古くて新しい問題につい
て，敢えて執筆したものであることを御断りしておく次第である。
ところで政策目的という言葉は，学問的にも極めてあいまいに使用されてい
るので，先ずこれを明確にしておかねばならない。「あいまいさの原因は， 『政
策目的」 (objectives,ends, aims), 『目標」 (goals,Targets), 『願望された結果』
などといわれているものが究極的目的 (ultimateends or aims) を意味するの
か，またはたんに次位目的 (proximateobjectives)を意味するのかどうか， ぉ
よびどの程度までそうしたことを意味するのかということである1)。」そこで
先ず政策用語の統一的使用について述べておこう。私見では，政策目的 (ends.
aims), 政策目標 (objectives),政策手段 (means),政策用具 (instruments),政
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策措置 (measures)を，それぞれ次の如く規定して使用する。すなわち政策目
的とは，後述する政策目的の二重階層構造の考え方から一般的究極目的 (ends)
これは政策の理想的価値—価値判断であるが，特定の手段ー一目的の構造を
もたないものである。いわば社会哲学的領域の問題である。この一般的究極目
的を当為基準ないし根本精神とする実践としての政策目的を特殊具体的目的
(aims)と称し，これは政策の現実的価値であり，実践人としての政策主体が
経済的矛盾を媒介契機とする事実に依拠する問題性に応じて規定する可変的な
目的である。したがって特定の手段—目的の構造をもつものである。そして
後者の特殊具体的目的の基礎的，手段的な内容をなし，かつ絶対量ないし選択
の順位を原則的に計画することができるものを政策目標 (objectives) と称す
る。この政策目標を達成するために経済量ないし経済構造に政策主体が介入し
うる仕方を政策手段 (means),更らに，もはや目的および目標それ自体をもた
ない方法ないし技術として存在するに過ぎない最下位の政策手段（例えば補助
金，税金など）を政策用具 (instruments), 一つないし二つ以上の目標のために
特定の時点において特定の手段を採用（例えば或る日の公定歩合の引き上げ，また
は引き下げとか，或る年度の所得税の減税とか，価格統制の廃止など）することを政策
措置 (measures)と呼称することにする。なお政策手段として使用される主要
なものは財政政策手段，貨幣および金融政策手段，為替レートの変更，直接統
制（需給統制），間接統制（条件統制），制度の変更，等である 2)。 もとより引用
文献などの関係から多少の使用上の交錯があるかもしれないが，特に断らない
限り本小論では上述の如き意味において使用する。
それでは経済政策の目的（ここでは経済学者の当為の意識，或いは目的，目標，価
値ないし理想，等広義に解釈する）は如何なるものとして思惟ないし規定されてき
1) T. W. Hutchison'Positive'Economics and Policy Objectives, 1964, p. 124. 長
守善監訳「経済政策の目的」昭和40年， 218頁，参照。
2) Cf., E. S. Kirchen and Associates, Economic Policy in our Time, Vol. I, 1964. 
pp. 15-18. 渡部経彦監訳「現代の経済政策J上巻，昭和40年， 18-20頁，参照。
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たか。先ず経済学者の定義を要約・展望してみると，次の如く諸説区々である。
例えばスミス (A.Smith) は経済政策の目的を「自然的自由の制度の確立」
に，リカード (D.Ricardo)は『極大「生産」的配分』に， リスト (F.List)は
『国民的生産力の展開』に， メンガー (C.Menger)は『欲望満足の極大化』
に，マーシャル (A.Marshall)は『最適「分配的」配分」 に， ヒ゜ グー (A.C. 
Pigou)は『経済的厚生の増進」に3), ケインズ (J.M.Keynes) は周知の如く
『完全雇用の増大」に，なお前後するが，フィリッポヴィッチ(E.Philippovich) 
は『福利の増進』にり， ヴィルブラント (R.Wilbrandt)は『欠乏の防止』に
s), ヴァイス (F.Q. Weiss)は『経済主体の存在の確保』に6), ヘレンダー
(S. Helander) は『国民所得および国民財産の増大』に7), ゼラヒム (H.J.
Seraphim)は『生存保証」に八ボウルディング (K.E. Boulding)は，『経済
的進歩，経済的安定，経済的正義，経済的自由』に9), 求めている。またわが
国では，『国民の富の生成を豊かにし，その帰趨を普くする」ことにlo), 或い
は『国民経済生活の維持，発展』を図ることに11), 或いは『人間共同生活の
原理的矛盾たる生活困窮を緩和して， その存立と持続とを確保する」ことに
12), 或いは『国民経済の生産と消費との継続的・均衡的発展を実現する』こ
3) Cf., T. W. Hutchson, Ibid. pp. 123-157. 前掲邦訳害， 215-277頁，参照。
4)フィリッボヴィッチ原著・気賀勘重解説『経済政策」前編，明治42年， 5頁。
5) R. Wilbrandt, Der Volkswirt als Berater der Volkswirtschaft, 1928, S. 350 
-353. 
6) F. Q. Weiss, Grundlagen der Volkswirtschaftspolitik, in ihrer geschichtlichen 
Entwicklung, 1929, S. 28. 
7) S. Helander, Ausgangspunkte der Wirtschaftswissenchaft, 1923, S. 102. 
8) H. J. Seraphim, Theorie der allgemeinen Volkswirtschaftspolitik, 1955, S. 
80-81. 
9) K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958. pp. 131-135. 内田忠夫
監修，邦訳書，『経済政策の原理』昭和35年， 123-125頁。
10)作田荘ー著『経済網要」昭和2年， 76-78頁。
11)平野常治著「綜合経済政策」昭和22年， 1頁。
12)宮田喜代蔵著「経済政策原理」昭和29年， 71-75頁，参照。
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とに13), 最近では『資源の有効配分』や『経済的効率と公正』などに求めら
れている 14)。私見では，経済政策の目的を単に『国民経済生活の充実』であ
ると規定するが，問題は，これらの，いわば歴史的展望としての政策目的の選
好が主観的な価値判断 (value-jugement)ないし主観的偏侍 (subjectivebias) 
ではないかということである．
しかし社会科学としての経済学，特に経済政策論における政策目的の選好，
すなわち一定の価値ないし理想の選好において価値判断ないし主観的偏侍の完
全なる排除を求めることは不可能に近いということである。換言すれば社会科
学における『客観性』ということは理論的に（ウェーバーの如く）主張できるが
現実的には不可能に近く，それは学者の求める一つの幻想であるに過ぎない。
何故ならば「社会科学においては「概念そのものが価値をふくんでいる』し，
イデオロギー的偏見 (prejudice),主観的偏俺(bias), 先入見 (preconception)
ならびにそれらがみちびく意見の不一致15),」が余りにも存在しているからで
ある。それだからといって政策目的の規定ないし設定が非科学的であってよい
というのではない。後述する如く，学問として，何らかの政策方法論を必要と
する。
ところで一般的にいえば経済理論の政策志向型学問としての「政策論におい
ては主張者の意識するとせざるとに拘らず一定の価値または理想を予想する。
これを一つの前提とし，法則的知識を他の前提として導きだされるところの規
範として，各々の政策に関する命題が成立する。この場合に政策と価値または
目的の関係は単なる目的手段の階層的構造たるにとまらず，それは一方におい
て手段の比較原理となり，他方において規制の原理として役立つ。一定の目的
に役立つ手段は多く，また一つの手段の作用は複雑な構造をもつ。一切の効果
13)岡野鑑記著『経済政策学方法論」昭和46年， 169頁。
14)熊谷尚夫編『経済政策の目標」昭和47年， 9-10頁，参照。
15) Cf., T. W. Hutchson, Ibid, p. 46, p. 69, p. 74. 前掲邦訳書， 60頁， 108頁， 120頁，
参照。並びに引用。
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と反効果とを綜合して多数の手段を比較し最も有効なるものを選ばねばなら
ぬ。この比較を可能にするのも，またその価値である 16)。」そこで重要な方法
論的問題意識とは，その価値ないし理想の可能性と客観性とを証明することで
ある。政策方法論における困難は実に以上の科学的証明にある。
しかし価値または理想の可能性については論理的にも（分析的判断の対象と
して），実在的にも（綜合的判断の対象として），これを証明しうるから，ここに問
題となるのは，その客観性である。もとより政策論における上述の客観性は実
践性との意味関連において問題としなければならない。そこで，以下，この点
を解説しよう。しかしその前提として，私見では，経済学をウェーバー的意味
における経験科学の範疇に規定するものではないこと，社会科学としての経済
学は現実科学であるとともに生活科学であること，また当初に指摘した如く政
策論を規範科学として研究せんとする立場に立っていること，を先ず断ってお
こぅ゜
以上の如き，私の立場から，経済政策論の研究において必要となる政策目的
の設定は，歴史的現実としての経済生活における絶対的価値基準の追求と歴史
的，社会的客観状勢の変化に対応する相対的価値基準の規定であらねばならな
い。ここに前者，すなわち絶対的価値基準の追求においては，抽象的な普遍的
価値を前提とする立場17), から完全に脱皮することは不可能であるとしても，
できるだけ，歴史的合理性を根拠として，その客観性の追求を試みることが特
に必要である。後者，すなわち相対的価値基準は実践人としての政策主体に
16)高田保馬著『社会科学通論』昭和25年， 115-117頁。
17) 1909年の価値判断論争後における諸種の方法論的反省の結果として，現代の政策論研
究における認識立場は次の四つに分れている。すなわち「第1は特定のイデオロギー
の観点よりする立場，第2はウェーバーの如く，観念型的立場を否定し，技術的批判
をもって政策論の課題とする立場，第3は抽象的な普遍的価値を前提とする立場，第
4にはウェーバーを越えて具体的価値目標の批判ないし設定を政策論において可能と
する立場」である。赤松 要『経済政策の対象と方法』（日本経済政策学界年報VI)
昭和33年， 2頁。（論文）
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よる設定であるから，それ自体，研究者にとっては，与えられた目的であり，
実践的である。もとより政策目的の設定において重要なのは，上記の意味での
次元の異なる二つの目的の客観性と実践性を如何にして方法論的に確立するか
ということである。そこで，これを端的にいえば，私見では，前者の絶対的価
値基準を理想的価値（価値判断）と呼び，後者の相対的価値基準を現実的価値
（事実判断）と称して， この二つの相関的な二元構造の論理的統一（綜合判断）
によって政策目的の客観性と実践性とを証明せんと意図するものである。つま
り理想的価値も，また現実的価値も，それ自体としては，政策目的の客観性と
実践性を，それぞれ証明することが不可能に近いので，したがって政策目的の
客観性と実践性を確立するためには，政策目的の設定における理想的価値と現
実的価値の次元の異なる，しかし相関的な二元構造の論理と，その意味関連を
解明しなければならないのである。
しかし，いま，かかる解明に先立ち必要なことは経済政策の目的を日常われ
われが如実に経験している現実の経済生活のうちから客銀的に，かつ実践的に
求めなければならないということである。このことは政策目的を歴史的合理性
を根拠にして規定する場合に必要な前提であるが，この場合に先ず次の二つの
ことが問題となる。その第ーは，いわゆる国家の理想と経済政策の目的との関
係である。
いうまでもなく近代から現代にかけての，われわれの経済生活は資本主義の
経済生活であるとともに，それは近代国家との結びつきにおける国民経済生活
の展開であるから，われわれの経済生活は，しばしば国家生活のための手段で
あるとみられる。そしてともすれば当該国家のもつ究極の理想が著しい影響を
国民の生活に及ぽすこととあいまって経済政策の目的およびその顕現の仕方が
当該国家の理想によって響導されるものと考えられる。換言すれば， 「国家が
経済政策として何らかの意図を企てるときには，その意図のなかに或種の理想
を取り入れるものである。もとより意図は行動主体の抱く或る構想を実行に移
そうとする意欲であるから，意欲内容である政策的構想において理想が当然
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に，その地位を占めていなければならない18),」と考えられるのである。 もと
よりこの見解は正しいし，歴史的にも，この事実を否定することはできないで
あろう。しかしそれだからといって経済政策の目的は国家の理想そのものであ
るのではないし，またそれが中心に位置していると考える必要もない．
何故ならば近代国家，端的にいえば中央集権的民族国家は，一方において，
国家が一定の方向に発展していく場合に，究極的観念としての真，善，美，
正，或いは目的，価値，規範，等について想定しうる最高の完全性概念，すな
わち国家の理想をもつが，これは近代国家の構想せる普遍的かつ精神的側面で
あるに過ぎないからであるっ他方において，国家は現実的には権力国家，時に
は暴力国家としての個別的かつ自然的側面をもち，特にその発展過程には，む
しろこの「権力国家」の暴力的性格をしばしば強く現わしてきているから国家
理想の顕現の仕方も時代，思想および政治道徳の如何によって著しく異なるこ
とに注目しなければならない。この意味において国家のもつ究極の理想によっ
て経済政策の目的が需禅される事実を認めるとしても，国家の理想が直接的に
経済政策の目的として，その構成員たる国民全体の一般福祉に直結するもので
あるとは考えられない。
第二に問題となるのは， 経済政策の目的（理想的価値と現実的価値）•を客観的
かつ実践的に規定する前提案件として，政策目的を何よりも先ず国民経済生活
の現実に内在し，かつ即したるものから求めなければならないということで
ある。ここに国民経済生活（経済体制との関連における）の現実に内在し， かつ
即したるものとは，次の如き意味においてである。先ず国民経済生活の現実
(actuality, Wirklichkeit)に内在するものとは， 国民経済生活の領域や存在の
状態に関係しない真正の存在，すなわち真理に対応する存在であり，国民経済
生活の本質に内在するもの，端的にいえば現に生活の存在をその活動により実
証しうる『可能的存在』を意味するのである。次に国民経済生活の現実に即す
18)半沢耕貫著『経済政策」昭和27年， 32頁。
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るものとは，端的にいえば国民経済生活の可能的存在に対する『顕在的存在』
であり，それは国民経済生活に実際に存在し，作用する問題性に即するという
意味である。したがって既に述べた如く，政策目的の設定における客観性を確
立せんとする絶対的価値基準， すなわち理想的価値（価値判断）とは，ここで
は国民経済生活の本質に内在する可能的存在の追求の結果として求められるも
のであり，その実践性を確立せんとする相対的価値基準，すなわち現実的価値
（事実判断）とは， ここでは国民経済生活の本質に内在する可能的な存在に対
する顕在的存在の追求の結果として求められるものである。そこで前者の絶対
的な理想的価値を一般的究極目的，後者の相対的な現実的価値を特殊具体的目
的と称するならば，政策目的の設定における客観性と実践性の確立には，後述
する如く政策目的の二重階層構造，換言すれば一般的究極目的と特殊具体的目
的の相関的な二元構造の論理的思惟と， その統一（綜合判断）が必要となるで
あろう。
そこで以上の如き考え方に基づき，先に規定した「国民経済生活の充実」と
いう概念およびこの規定が意味する現実的な内容を明示しておこう。何故なら
ばおよそ経済政策を批判的に研究せんとする場合には「政策目的の明示」が前
提として必要だからである。
ここに国民経済生活の充実とは，いうまでもなく一つの社会理想としての完
全性概念として，国民の個別的福祉を否定することなく国民の全体的福祉，す
なわち総体的福祉を増進することである。それでは総体的福祉とは何を意味す
るのであるか。それが国民経済的生産力或いは経済的福祉を意味することは明
らかであるが，しかし学問的にその明確なる具体的内容を規定することは困難
である。
例えばスミス (A.Smith)ば，個人のみでなく社会全体の消費の増大をもっ
て経済的厚生とみるから国富の増進が経済的厚生ないし福祉ということになり
総体的福祉は生産の増大に関係するものとなる。しかし生産の増大は分配の公
正がなければ総体的福祉の増大とはならない。 しかるにリカード (D.Ricardo) 
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にあっては，総社会的生産物から，それらの生産に要した社会的生産費を差引
いた純収入が経済的厚生の真の尺度となるのであるから総体的福祉は，むしろ
分配の増大に関係するものといえよう。もとより分配の増大は生産の増大があ
ってこそ実現が可能なのである。したがって総体的福祉が経済概念としては，
生産と分配に関係するものであることは明らかであり，社会的概念としては，
総体的福祉とは， ベンタム (J.Bentham) によれば， 「社会の総ての個人の幸
福の合計』に等しいものと考えられている。ジェヴォンズ (W.S. Jevons) は
ベンタムの章句を引用しつつ，人間の快楽を極大化することが経済学の問題で
あるとしているが，この『極大満足』が総体的福祉ということになるであろ
う。次にマーシャル (A.Marshall) の厚生経済学的性質を発展させたヒ゜グウ
(A. C. Pigou)は，厚生を善と同じものを意味するとし，社会的厚生のうち直
接或いは間接に貨幣によって測定しうる部分を経済的厚生と称して， 「経済的
厚生は大体において国民所得の大きさと，その社会成員への分配の仕方に依存
するものであり， 他の事情が等しき限り， (1)国民所得の大きさの増加（それが
労働階級への不等なる圧迫によってもたらされざる場合）の如何なる原因も一般に経
済的厚生を増進すること， (2)国民所得の分配が貧者に有利に変化することは経
済的厚生を増大しそれが社会一般の厚生を増進するものであること 19),」を指
摘し，生産の増大および分配の均等が総体的福祉の増進である所以を示唆して
いる。
しかし経済的厚生ないし福祉の概念およびその科学的測定の問題をめぐり諸
学者の意見は対立し，必ずしもその一致をみていない。例えばロビンス (L.
Robbins) は個人間の効用を科学的に比較することは不可能であるという理由
から実証科学 (positivescience) としての厚生経済学の成立を否定したが，
これに対しラーナー (A.P. Lerner), カルドア (N.Kaldor), ヒックス (J.R. 
Hicks), ランゲ (O.Lange)等は，個人間の効用比較がたとえ不可能であっても
19) A. C. Pigou, The Economics of Welfare, 1924, p. 103. 
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実証科学としての厚生経済学は成立しうると主張しているが如きである。けれ
ども経済的厚生は貨幣によって近似的に測定しうるものであり，経済的厚生の
同義語としての総体的福祉の増進とは，国民経済における生産水準の上昇と，
これに対応すべき所得水準および消費水準，すなわち生活水準の一般的上昇で
あることは明らかである。ここに一般的上昇とは国民の全体的かつ一人当り平
均水準の上昇を意味するのである。もとよりこれらは計数的に或る程度，正確
に測定しうる。 （現在では福祉測定の社会的指標「ソーシャル・インデイケーターズ」
の研究も進められている．）
ところで国民経済生活の充実が総体的福祉の増進であり，それが生産水準の
上昇と，これに対応すべき所得水準および消費水準，すなわち生活水準の一般
的上昇であるならば，この一つの社会理想は如何にして達成することが可能で
あるかを考えなければならない。そこでわれわれは，国民経済生活の充実とい
う概念の具体的内容を先ず経済生活の本質に内在し，かつ事実に即したものと
して規定しなければならない。いまこれを端的に規定すれば， (1)国民生産力の
拡充（財貨の生産の面，すなわち国民総生産の増大の問題）， (2)国民財貨分配の公正
（財貨の配分の面，すなわち国民所得の平準化の問題）， (3)国民雇用の増大（人間の労
働の面，すなわち完全雇用の達成の問題）， (4)国際経済協力の推進（国際経済の面，
すなわち相互依存と相互対立の問題）， を配慮することである。換言すれば，国民
経済における財貨の生産と配分と人間労働との発展的対応を国際経済的相互依
存のもとに合理的に実現することが総体的福祉の増進であり，国民経済生活の
充実である。もとよりこのような政策目的の規定には経済的進歩，経済的安
定，経済的平等，経済的効率，経済的相互依存， などの諸概念が， 前提とし
て，包摂されていることはいうまでもない。
さて以上の如き政策目的は国民経済政策の一般的究極目的，すなわち終局的
に経済政策が追求しなければならない当為の基準ないし政策主体の当然の要求
として達成すべき理想的価値を，経済生活の本質に内在し，現実に即するもの
として，また何人も等しく望み， かつ容易に肯定しうる（国民的合意をうる）も
194 
経済政策の現実的目的についての再考察（松原） 315 
のとして規定したものである。かくして国民経済生活の充実という政策目的は
実践人としての政策主体が，特定の経済的発展段階において，思惟しなければ
ならない絶対的価値基準，すなわち一つの理想的価値（価値判断）であり， そ
れは国民経済政策の一般的究極目的であるといえよう。
しかしながら「国民経済生活の充実」という一般的究極目的を直接的に達成
しようとする特定の経済政策（目的・手段の構造）はもとより実際には存在しな
い。けれども実践としての経済政策は，終局的には一般的究極目的の追求を根
本精神として実施すべきものであり，この場合，一般的究極目的は，現実の経
済体制との関連において，実践人としての政策主体が総ての経済政策の当為基
準として思惟しなければならない一つの社会理想としての完全性概念であり，
それは政策論研究における，もとより価値判断のうえでの一種の作業仮設であ
る。それだけに上述の諸学者の定義の如く諸説区々としているが，しかし政策
論研究には，これを政策方法論として明示することが必要である。
これに対して特殊具体的目的は，特定の歴史的客観情剪のもとにおける，実
践人としての政策主体が設定する目的であり，いわば経済政策の対象としての
問題性に応じて，すなわち対象的に設定されるものである。換言すればこの場
合の特殊具体的目的は，政策主体が一般的究極目的との関連において，社会的
存在としての問題性を意識し，それを解決ないし克服せんとして設定されるも
のである。例えば第二次世界大戦後のわが国経済政策の特殊具体的目的が，経
済の復興，自立経済の確立，経済構造の近代化，産業構造の高度化，技術革新
と経済発展，国民所得の倍増，社会開発の推進，国民福祉の充実，等，それぞ
れ変遷してきているが如きである。この場合，それぞれの特殊具体的目的は若
干の，すなわち三つないし四つの基本的な目標，換言すれば政策主体の特に意
図する基本的な課題を包摂するものとして設定されている。すなわち実践とし
ての経済政策は，かくの如き特殊具体的目的の設定による目的・手段の構造と
して形成され，実施されているのである。
ところでここに対象的に特殊具体的目的が設定されるというのは，次の如き
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方法により規定されることを意味するのである。すなわちそれは，（イ）主として
経済的矛盾を客観的契機とする問題性に応じ一般的究極目的を当為基準として
問題性の解消ないし克服を意図して規定されるから究極目的に照応する理念合
理性の保証に基づいて設定されることを意味し，（口）現在の歴史的情勢のもとに
おける問題性を客観的に判定し，その問題の解消ないし克服を意図して規定さ
れるものであるから，具体的合理性が保証されることを意味し，り上述の如く
問題性に応じ，その問題の解消ないし克服を意図する目的・手段の構造として
規定されるのであるから，必然的に技術合理性が保証されることを意味するの
である 20)。かくの如く実践としての経済政策の目的は理念合理性，具体的合
理性，技術合理性，の保証のもとに規定されなくてはならない。
しかしかくの如くして規定される特殊具体的目的も政策主体の，いわば要求
であり，スローガンである限り価値判断であるが，実際の歴史的客観情勢の変
化に照応し，かつ社会的存在としての問題性に応じて理念合理性，具体的合理
性，技術的合理性の保証のもとに設定されるのであるから，特殊具体的目的は
一応の実行可能性をもつ事実判断として客観的であるとともに実践的であると
いえる。したがって既に述べた如く，これを絶対的価値基準としての一般的究
極目的（理想的価値）と区別し， 相対的価値基準としての特殊具体的目的（現実
的価値）と呼称したのである。
それでは一般的究極目的（理想的価値）と特殊具体的目的（現実的価値）の次
元の異なる価値の相関的な意味関連，換言すれば価値判断と事実判断の統一と
しての綜合判断の意味関連は如何に理解すべきであるか。この二つの目的ない
し判断は異なるが，しかし相互に排除しあう性質のものではなく，それらの間
には本質と現象形態ないし本質と事実との相関的な内面的関連があるものとし
て把握しなければならない。われわれは，•この相関的な内面的関連を次の如く
理解するのである。すなわち一般的究極目的は政策の根本精神，換言すれば如
20)宮田喜代蔵著，前掲書， 71-75頁，参照。
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何に在るべきかという理想的価値（価値判断）であり， それは可能的存在であ
って必ずしも事実に依拠しないが，しかし現実の経済生活の本質に内在しうる
ものとして規定したところの普逼的本質的な目的ないし判断である。これに反
して特殊具体的目的は実践人としての政策主体が経済的矛盾を媒介契機として
形成される経済問題の解決ないし克服という事実に依拠する現実的価値（事実
判断）であり， いわば普遍的本質的な目的ないし判断との関係における現象的
可変的な目的ないし判断である。そうである限り二つの目的は異なるが，考え
方として，特殊具体的目的の設定には，その根抵に事実をして，かく在るべき
だという本質，すなわち一般的究極目的を予想せねばならない。換言すれば特
殊具体的目的の設定における判断形式として一般的究極目的を認めなければな
らない。そうでなければ正しい事実判断も，その批判も不可能だからである。
この意味において特殊具体的目的は一般的究極目的と不可分離の関係にあると
いえる．そこで考え方としての，一般的究極目的と特殊具体的目的という目的
二元論は，以上に述べたような本質と現象形態という相関的な内面的関連にお
いて論理的，統一的に理解されるのである。端的にいえば政策目的の二重階層
構造の方法論的理解である。
さて実践としての経済政策は明らかに目的に対する手段の構造として存在し
ているが，この場合， 「目的と手段の関係は単純に孤立的に無関係に存在する
のではなく，その間に上下の階段関係がある。例えば下位の目的は上位の目的
における手段となり，上位の目的はより高位の目的の手段となる。かくの如く
政策は目的・手段の階層構造を有するものである。かように目的・手段の連鎖
における最高の目的が究極目的または始源的目的，これを実現する手段たる性
質を有する下位の目的は派生的目的，前提目的または中間目的である 21),」と
いう見解がある。いまかかる見解によれば，政策の根本精神ないし当為基準た
る一般的究極目的に対して特殊具体的目的は手段たる中間目的ないし次位目的
21)井藤半弥著『社会政策総論』昭和24年， 75頁。
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となるわけである。しかしながら，ここに注意すべきことは，私見では，一般
的究極目的と特殊具体的目的との間には密接不可離の関係があることを認める
が，目的・手段の直接的関係は存在しないということである。もっとも特殊具
体的目的が達成される場合には，間接的に一般的究極目的の一部を達成すると
いう手段的な役割を果たすことは否定しえない。けれども上記の見解と異な
り，目的二元論の立場から，私見では，先に述べた如<,一般的究極目的と特
殊具体的目的の間には本質と現象形態という相関的な意味関連はあるが，目的
に対する直接の手段たる関係は存在しないのである。これに反して特殊具体的
目的と， これを達成する構成要素としての政策目標すなわち具体的施策（基本
的政策）および個別的対策との間には，上記の見解の如く， 目的・手段の上下
・左右の連鎖的な階層構造が存在することはいうまでもない。日常では，これ
らの基本的政策や個別的対策をも，それぞれ政策と称している。
かくの如く経済政策論研究における場合の，実践としての経済政策の目的設
定は，一般的究極目的と特殊具体的目的との二重階層構造をもつものとして思
惟するのが妥当である。そしてかくの如き二重階層構造における，わけても特
殊具体的目的の階層構造を支える根拠は歴史的合理性を措いて他に求め難い
22)。換言すれば特殊具体的目的の階層構造は，資本主義的国民経済ないし生
活に起ってくる経済的矛盾を媒介契機として成立する経済問題の解決ないし克
服という事実，すなわち問題性に応じ歴史的合理性を根拠として規定されるの
である，いや規定されるべきである。しかし実際問題としては，政策の目的は
政策主体の政治判断のもとに著しく政治性の濃厚な政策スローガンとして，ま
た国民的合意の求めやすいものとして設定される可能性が多い。
以上要するに，政策目的の二重階層構造についての思惟は，政策目的の規定
ないし設定に際して重要な『価値の客観性と可能性Jおよび「その歴史的成立
の必然性と実践性」，特に「客観性と実践性」という問題意識を中心に，これを
22)稲葉四郎著「経済政策原理」昭和28年， 49頁，参照。
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論理的に解明することを試みたもの．すなわち一般的究極目的を理想的価値と
して，これを経済生活の本質に内在しうるものとして規定することによって，
特に価値の可能性と客銀性を証明しようとしたものであり，加うるに一般的究
極目的に対応する特殊具体的目的を現実的価値として，これを経済的矛盾を媒
介契機とする経済問題の解消ないし克服という事実，或いは事実に依拠する問
題性に応じて規定することによって，特殊具体的目的の必然性と実践性を証明
しようとしたものである。何故ならば後者の特殊具体的目的は，資本主義的国
民経済における問題性によって，その設定が根本的に制約されるという体制的
必然性と，また事実に依拠する目的として現実的実践性をもつものだからであ
る。 したがって経済政策の目的は一般的究極目的と（理想的価値一価値判断）と
特殊具体的目的（現実的価値ー事実判断）の二重階層構造をもつ綜合判断として
規定することが一つの妥当な方法論であると考えられるのである。
なおここに補足しておくべきことは，最近，経済政策の目的（私見では特殊具
体的目的を構成する目標）が多様化していることである。 そこで先ず西欧諸国に
おける政策目標の多様化について考察してみよう。西欧諸国（イギリス，アメリ
ヵ．フランス，西ドイツ，イタリア，ノルウェー，オランダ，ルクセンプルクの8カ国）
では「主として短期的（臨機応変的）なものとして， (1)完全雇用（最気循環によ
り発生する失業の解消という短期的目標および構造的ないし摩擦的失業の解消という長期
目標の両者を含む）， (2)物価安定（主として短期的目標であるが， いくつかの国では対
象期間の末までには， より長期的課題であると認識し始めていた）， (3)国際収支の改善
（金および外貨準備の流出防止という短期的要請および国民総支出中の貿易比率の構造的
変更といったような長期目標の両方を含む）， 主として長期的（構造的）なもの（主
要なもの）， (4)生産の拡大（経済成長の長期にわたる促進に関するものである）， (5)生
産要素の配分の改善（この目標には，次のものが含まれている. (a)国内競争の促進，
(b)調整の促進， (c)国内における労働の流動性の増大， (d)国内における資本の流動性の増
大， (e)国際分業の促進）， (6)社会的必要の充足（社会的必要は．次のように大別され
る， (a)一般行政事務， (b)国防，団外交，固教育，文化および科学）， (7)所得と富の分配
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の改善， （所得分配の直接的変更にも関するものである．より平等になるか，不平等に
なるか，その方向の如何にかかわらず，意図された変更であれば含まれる．所得について
と同様に，富の再分配一例えば，相続税によるーも含まれる）， (8)特定の地域および産
業の保護育成（内外の競争の脅威下にある特定の産業の保護および例えば国家計画など
に基づき特定の産業または地域を優先的に取り扱うことの両方を含む）， その他， (9)個
人消費のパターンの改善（政府が個人消費のパターンについて加えようとするどんな
変更も含まれる．買いたいものを買わせないようにすること，例，禁酒法もあれば買いや
すくすること，例，消費者教育もある）， UO)供給の確保（基礎物資の供給の安定に関す
るものである）， Ul)人口の大きさおよび人口構成の改善（移民とか出生率に対する政
府の介入が含まれる）， U2l労働時間の短縮（週当り労働時間の短縮および法定休日の増
加の両方を含む）28),」等が挙げられている。 もとよりこれらの数多くの政策目
標のなかより，各国の経済構造と環境，経済問題などの性質如何と政府ないし
経済政策作成者が重要であると思われるものとの兼ね合いから選択されるもの
であるから政策目標の多様化，したがって政策目標の選好，政策手段の選択も
また複雑化するのは当然である。この場合，すなわち政策目標の選好における
優先順位ないし重要度の決定には次の如き 5分類の記号に基づいて形式論理的
に，かつ政策コストの配分を重要度に応じ効率的に適正化することによって行
われている．すなかちD―支配的 (Dominant), S一重要 (Significant),M-
通常 (Minor), Nー 無関心 (Negligible),H―反対 (Hostile),である。このよ
うな分類基準による西欧諸国の各政党グループの政策目標の選好調査（この10
年間には順位が変化しているが原則として1960年末のものにした）を資料としては少
し古いが， 内容的には利用しうると思われるので参考までに掲載しておこう
24)。明らかに政策目標の多様化がみられるのである。
23) E. S. Kirchen and Associates, Ibid., pp. 5 -6. 前掲邦訳書， 6-7頁。
24) Cf., E. S. Kirchen and Associates, Ibid, pp. 226-227. 前掲邦訳書， 268-269 
頁，参照および転掲。
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経済政策目標についての各政党グループの選好 (8カ国の総合）
目標 I社会主義 I 中 立 I 保 守
D 完全雇用
所得分配の改善
I物価安定
D 社会的必要（国防以外） I物価安定 社会的必要（国防）l 生産の拡大 生産の拡大s 
完全雇用 国際改支の改善
労働時間の短縮 社会的必要（国防）
s 生産要素配分（国際分業） 生産要素配分（国際分業）
生調産要素配分（経済活動 所得分配の改善
社会的必要（国防以外） 保護•育成
保護・育成 保護・育成
s 物価安定 生産の拡大
心 生産要素配分（国際分業） 生産要素配分（国内競争） 完全雇用
’ （国内競争） 国際収支の改善
国際収支の改善 生調産整要）素配分（経済活動 生産要素配分（国内競争）
M 社会的必要（国防） 生の産移要動素）配分はこ産要素 社会的必要（国防以外）
生の産移要動素）配分（生産要素
労働時間の短縮
N I生素産の移要動素）の配分（生産要 I所得分配の改善
N 労働時間の短縮
l 生動産調要整素）の配分（経済活H 
このような政策目標の多様化，換言すれば『政策目的の多元論的形成」につ
いて，ハチスン (T.W.Hutchison)は，かっての政策目的および政策基準の一
元論的な取り扱いから，最近では，『高次」の抽象的な政治・倫理的な水準の
ものから『より低次の」特殊化された経済的・政策用具的な水準のものまで，
少なくとも部分的或いは段階的に対立する三つ四つの目的一雇用，成長，物価
安定のような目的ーを設定することが，巨視ー経済政策問題の論議において極
めて普通にみられるようになったと指摘している 25)。いうまでもなく政策目
標の多様化は，わが国においても同様に進行している。
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それでは，わが国において政策目標が多様化する理由は何か。それは現実の
経済社会が『高度産業化社会への移行過程』26), において多様化社会および変
動化社会の様相を示してきたこと，内外経済環境ないし経済条件の変化が特に
著しいこと，人間尊重の立場から経済的，社会的欲求が増大したこと，政策の
対象領域，すなわち政策の直接的な側面である経済問題ないし経済政策的課題
が現実の経済社会の発展変化，わけても技術的進歩がもたらす影響が産業変
化，経済変化，社会変化のみならず政治環境の変化にまで波及し，その関係関
連が多面化したこと，加うるに巨視的経済学，計量経済学や統計学の発達およ
び経済計画技術の進歩，等による影響のためであろう。政策目標の多様化は最
近のわが国の経済政策や経済計画の中に現われている。
もっとも政策目標が多様化すると，目標相互間には補完的関係と競合的関係
という軋礫の可能性が避けられないから諸目標の限界価値を如何に評価するか
ということと27), 政策手段の斉合性ということが問題となる。それ故に，政
策目標のそれぞれの意味内容と政策手段の筋道を明示することが必要であるこ
とはいうまでもない。
25) Cf., T. W. Hutchison, Ibid, p. 170. 前掲書， 297-298頁，参照。
26)ここに高度産業化社会とは，高度工業化社会，第三次産業社会，情報化社会，寡占経
済社会，新しい産業国家，知識産業社会，高密度社会，科学的社会，脱工業化社会，
などと呼ばれる，それぞれの現象的な諸側面を包摂する新しい次元の産業社会であ
る。 『産業構造転換の基本的政策課題ー特に高度産業化社会への移行過程に視点
をおいて一』，関西大学，経済学論集，第25巻第1号，に詳述してある。
27) Cf., K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, Ibid, p. 132. 前掲邦訳書，
124頁，参照。
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